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測定器の適正配置に関する一考察

三七
口 田 昭

A Consideration on Reasonable Arrangement 

of the Measuring Instrument 

Syoji YOSHIDA 

本文は測定器の設備台数の基準径知るため，ある目的，条件を仮定したとき，その所要台数を数理統

計的l乙推定および検定したものである.すなわち，ある機器を生産する場合に使用する測定器について

その 1つをとりあげ， 16人が 1 カ月のべ 3~4 日{吏用するとして，いつでも使用できる確率を80~90%

としたとき 3~4 台あればよいという結論を得た この方法および結果は ζの種の問題をとり扱う場合

の1つの資料を提供するものである.

1. まえがき

測定器を使用する場合においてもその質と塁が，研究

能率，生産能率などを大きく左右することは言うまでも

ない.質すとtわち，測定器の性能はそれぞれ研究所，試

験所においては測定債の精度を，生産工場においてはそ

の製品の品質を左右する重要なものであり，最近の科学

技術の発達に伴い日進月歩の向上を示している.一方量

すなわち，ある試験目的または生産目的を遂行するため

に必要な設備台数を決定することは，作業能率などの人

間的な問題ともからみ合ってなかなかむつかしい問題で

はあるが， やはり研究能率， 生産能率に大きく影響す

る.

一般に測定器の設備台数は多いに乙したことはない

が，予算上の問題もあり，遊休測定器がある ζ とは測定

穏管理の上からも好ましいことではないし，現今のよう

に測定器の性能が急速に向ヒしているときには，新品同

様でありながら性能の点で使用不能化することもあり得

る.また台数が少ない場合は工場等においては製品の完

成期聞が必要以上に長くなり，測定器がないことにより

職員の作業能率が低下し，あるいは残業によって測定器

の不足を補わねばならないような現象を生じる乙とにも

なる.勿論それらは運用によって相当程度カバーできる

ものであることは言うまでもない.

筆者は測定器の性能向上に関する研究のみならず使用

上の諮問題についても関心があるので，ある生産工場に

おける測定器の所要台数の具体的問題について検討し

た.

2. 所要台数の推定

いまある生産工場のある部門において主としてA，B2 

種類の機器を生産しているとする.例えばその機器が標

準信号発生器，電界強度測定器とするとこのような複雑

な電子機器の場合は，各種電圧電流計，電子電圧計，シ

ンクロスコープなどの測定器径必要とする.この場合例

えば電子宮圧計が足りないという声がその部門にあった

とする.一般に測定器は使用したいときにいつでも使用

できる状態にないと， 観念的に不足感を抱く乙とが多

い.これが果して観念的なものであるか否かを数量化し

て検定してみる.

まずA，B2機種を生産する場合に必要な P測定器の使

用頻度を，過去のデータおよび各作業担当者の作業予定

などから調べると表laのようになった.すなわちA機，

B機に対する使用割合は 1: 3で，それぞれの機器はほ

ぼ半ヶ月で完成し， それに対するP測定器の使用頻度は

半ヶ月のうちのべ 3日， 2日であった.それらから製品

別平均使用頻度を求めると， 4.4/30すなわち1ヶ月4.4日

表 1 測定器の使用叫ん度

a 製品別使用ひん度 b 火員別使用叫ん度

係-，

平均ひん度ド
平均ひん度 p:

4X 3/30+ 7X 5/30+ 5X 3/30 

16 

3/15+3X2/15 

4 
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使用することになる.

またこれらの製品在完成するために 3つの係例えば製

造，調整， サービス係があり， それぞれの担当者が4

人， 7人， 5人でその使用頻度は 1ヶ月のうち 3日， 5 

日， 3日であった. それらから人員別平均使用頻度を求

めると表lbのように， 3.8/30すなわち一ヶ月平均3.8日

使用する ζ とになる.以上からこの測定器は製品に着目

した場合も人員に着目した場合もほぼ同じで， 16人が1

ヶ月 4日使用すると考えてきしっかえないが，計算の都

合上この測定器の使用確率p=O.lとする.

この種の事象は「ある訟行をしてMの起る確率がpで

あるとき， 設行を独立にn回行ってr回 Mの起る確率」

と同じであり

Pr=εCrpr(l-p)n-r (r=0，1，2，"'n) ・・(1)

で示される二項分布にしたがう.

これはまた「不良率pのロットからn側抜き取ったとき，

不良品がその中にr個以上含まれる確率J と同じ扱いと

なり，二項分布の部分和

Prニ Pr十Pr十1-1-..十Po=2JnCrpr (l-p) n-r 

-E!lp  tr1(1-t)rrdt…(2) 
(r-1)1 (nーの1)。

を計算すれ!iよい.一般に二項分布はnが大きくなると

平均位np，分散 np(l-p)なる正規分布に近似できるこ

とが証明される.正規分布の確率密度関数，分布関数は

平均値をμ，分散をσ2とすればそれぞれ周知のように

(x一戸)2
P(x) 二/~ exp一一一，，-----、

、/メπσ t:，.U- I 
vμ- ~..……・(3)

~x ) 
F(x)= IP(x)dx 
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図 1 二項分布が正規分布に近づ〈状況
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で表わされ，非常に利用範囲が広く性質も充分研究しつ

くされている. しかしこの例ではnニ 16と少く適合性の

検定をやってみるまでもなく，計算結果を示すと図 1の

ようになり n>50位でないと正規分布を適用することが

困難である.

したがって乙の場合は二項分布を計算し，その部分和

が所要の確率になる項数rを求める方法をとり

2J Px=po-l-P1十…-I-Pr>0.9
x=O 

...μ) 

または

2J px=Pr+1十Pr+2-1-...-I-Pnく0.1 -・・(5)
x=r 

によって計算した結果を表2に示す.

すなわち 1ヶ月に平均3日使用するとして使用人員10

人の場合，各人が使用したいときいつでも使用できる確

率が93%で所要台数は表2においてアンダーラインをし

たように 2台となることがわかる.同様にして人数20人

の場合いつでも使える確率をほぼ90%として 4台， 80% 

として 3:台，また30人の場合90必として 5台， 80%とし

てf4台となることがわかる.

表 2 ニ項分布による所要台数の推定

p=O.l n=lO p=O.ユ n=20 p=O.工 n=30 

r 1 Pr 主Pr 2同2v Fr Pr 主。P下← 手Pr Pr tPr tPr 

01 o.ヲ5 O.ヲ5 1.0コ O.ユ2 0.l2 0.99 0.04 0.04 1.00 

II 0.39 0.74 0.65 0.28 0.40 0.8l 0.l4 0.l8 0.96 

日
0.19 山;0.26 0.25 0.65 0.59 0.23 0.4l 0.82 

0.06 0.07 O.ユ9
000...B994 3 7 

O.ラ4 0.23 0.64 0.59 

0.0工 ユ.00 O.Ol 0.09 O.ユ5 O.ユB
000...B997 2 2 

0.36 
0，04 0.06 O.lO 0.l7 
0.02 0.99 0.02 0.05 0.07 

7 0.02 0.99 0.02 

3. むすび

結論として以上の結果からある目的のためにある測定

器を使用する場合， 16人が 1 ヶ月のべ 3~4 日使用する

として各人がいつでも使用できる確率を80~90%とした

とき，ほぼ3台あれば良いことになり， 6台以上あって

も意味がないことになる.しかし実際的には例えば電子

宮圧計の場合，その用途には絶対値を読t?必要があると

き，相対値だけ知ればよいときがあり，周波数帯によっ

て用途，利用度が異る場合もぬる.また故障などを考え

て予備器を準備しなければ注らない場合もあり，そうし

た問題はそれぞれ実状に応じて ζの結果に加味すればよ

し¥

測定器などの必要台数を知る場合，従来は各担当者に

その利用度，要望ぞ聞いて廻ってそれを集計する方法が

行われている場合が多い.しかしこれを一歩進めてその

使用頻度を客観的に数量化し，それを数理統計的に処理

して後，その結果を利用する段階で主観的諸条件を加味

して結論を出す，すなわち予算面，運用面，各測定器と
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のバランス注どを考慮すべきものと考えられる.

一般に確率統計を始めとするとうした数理統計的処理

の結果は，決して最終的結論を与えるものではなく示唆

を与えるに過ぎないものであって，最終的結論はあくま

でこれを利用する側にあるとよく言われるが，統計結果

を利用する場合に充分留意しなければならない重要な態
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